
 書式第１２号（法第２８条関係） 
 
 
 

平成 ２７ 年 度  事 業 報 告 書 
 

 平成 ２７ 年 ４ 月 １ 日から 平成 ２８ 年 ３ 月 ３１ 日まで 
 
 
 
  

 
 特定非営利活動法人持続可能な環境共生林業を実現する自伐型林業推進協会  
 
 １ 事業の成果 
 当年度はシンポジウムを数多く開催しネットワークの構築に努めた。また、自治体からの問い合わせも多
くなり、前年度と比較して新たに委託団体も増えた。 
 
 ２ 事業の実施に関する事項 
 
 （１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 

 自伐型林業推
進による農山
漁村の再生事
業 

地域特性に合わせた自伐型林業
方式の開発をおこないながら、
自伐型林業を全国に普及させる
ことにより、農山漁村の再生を
目指す事業を展開する。具体的
には、 
① 地域再生を目指す地域と連携

し、自伐型林業を活用した事
業展開を実施する。 

② 国(林野庁等)や企業、財団等
に働きかけ財源を確保し、
「森林経営モデル構築事業」
のような自伐型林業推進事業
を創設し、運営する。 

③ 自伐型林業推進で農山漁村再
生できるという事例や情報を
発信し続ける。 

随時 全国 10人程度 山林所有者及
び林業施業者 
100人程度 

20,338 

林業に関する
政策提言およ
びコンサルテ
ィング事業 

① 国、県、市町村に対して、自
伐型林業展開が林業再生と地
域再生のキーとなることの政
策提言を実施し続ける。 

② 全国で自伐型林業を展開し始
める、個人・グループ・団
体・自治体等に対してコンサ
ルティング活動をおこなう。 

随時 全国 10人程度 山林所有者及
び林業施業者 
100人程度 

― 

林業・農山漁
村に関する研
究・調査およ
び教育・研修
事業 

① 公的機関、民間機関等がおこ
なう林業、農山漁村再生、エ
ネルギー利用等に関わる調
査・研究事業の受託や参画・
連携を積極的に行う。 

② 自伐型林業を推進・実装する
ために、教育・研修事業を展
開する。 

随時 全国 10人程度 山林所有者及
び林業施業者 
100人程度 

― 



自伐型林業者
のネットワー
ク創出事業 

① 全国の自伐型林業実践者のネ
ットワークを構築し、拡大を
図る。 

② 全国の自伐型林業実践者への
情報発信を定期的に行う体制
を整え、また双方向の情報交
換できる仕組みを構築する。 

随時 全国 10人程度 山林所有者及
び林業施業者 
100人程度 

1,957 

木材利用およ
び木質バイオ
マスに関する
開発事業 

出口・販売対策として、新たな
木材利用やエネルギー利用等に
関する開発事業にも積極的に関
与する。 

随時 全国 10人程度 山林所有者及
び林業施業者 
100人程度 

― 

 森業山業・森
林文化創出事
業 

① 主業としての自伐型林業だけ
でなく、農山漁村で生計を立
てる上で必要な副業開発事業
も展開する。 

② 中山間地域に最もふさわし
い、林業と農業の兼業スタイ
ルの開発に努める。 

③ 林業文化、山村文化保全・開
発も実施する。 

随時 全国 10人程度 山林所有者及
び林業施業者 
100人程度 

― 

 
 
 （２）その他の事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

事業費の 
金額 

（千円） 

 

この法人に関する
物品の販売事業 

法人に関する物品を随時販売する。 当年度は実施
せず 

－ － － 

ホームページへの
広告掲載事業 

法人の目的に賛同する団体のHPのリ
ンクを当法人のHPに貼ることで広告
宣伝する。 

当年度は実施
せず 

－ － － 

   
 
 


